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２月 12 日、厚生労働省は新型コロナウイルス感染症の感染拡大による雇用への影響の

長期化等を踏まえ「新たな雇用・訓練パッケージ」を公表した。この中で雇用調整助成金

の特例措置については、ＪＲ連合が期間延長とともに訴えた“休業規模要件”や“大企業

に対する助成率の引き上げ”を含めた４月末まで現行取り扱いの継続と、５～６月の特

例措置の段階的な縮減および感染拡大地域、業績の厳しい企業への特段の措置の実施を

明らかにした。今回の措置の延長

は私たちの取り組みの成果であ

ることに違いない。ただし５月以

降の詳細には確定していない点

もあり、ＪＲ連合の要望が確実に

盛り込まれるよう引き続き取り

組むこととする。 

昨年来のコロナ禍に伴い、とり

わけ緊急事態宣言の再発令やＧ

ｏＴｏトラベル事業の停止によ

ってＪＲ産業は甚大な影響を受

け、ＪＲ各社およびバス、船舶、

ホテル、物販、旅行業などで働く多くの仲間が一時帰休を余儀なくされている。雇用調

整助成金の特例措置は雇用維持の命綱であり、「ＪＲ産業に関わる緊急政策課題の解決を

求める署名」では 22 万筆超を集約して感染収束までの特例延長を最重要課題として求め

てきた。以降もＪＲ連合の働きかけで１月に交運労協が国に要請を行ったほか、泉健太

衆議院議員（国会議員懇副会長）が２月５日の国会質問で「緊急事態宣言の解除日によ

らず４月末まで特例を延長する」という答弁を厚生労働大臣から引き出した。こうした

関係議員や連合・交運労協と連携した取り組みの結果、今回の公表に至ったものである。 

厚生労働省は７月以降について「雇用情勢が大きく悪化しない限り、更に縮減」する

意向を示しており、今後の動向は予断を許さない。ＪＲ連合はＪＲ産業で働く仲間の雇

用と生活を守るため、特例措置の延長をはじめ、政策活動を積極的に展開していく。 


